


 
 
 

は じ め に 

ＬＰガスの事故件数は、昭和54（1979）年に793件（死傷者888人）を記録した後、減少に転じ、

平成９（1997）年には68件（死傷者70人）となりましたが、平成10（1998）年から17（2005）年ま

での間は、75～120件／年の発生状況でした。その後、平成17（2005）年の悪質な法令違反事例に関

連した法令遵守の徹底指導、給湯器の事故発生に伴う事故届の徹底指導等により、潜在化していた

事故の補足率が向上したと推測されることにより、平成18（2006）年以降については、事故件数が

増加し、167～260件／年で推移していました。 

令和４（2022）年の事故件数は２６４件で、令和３（2021）年の２２０件から４４件増加し、死

亡者は０人で前年度から1人減少、負傷者は２７人で、令和３（2021）年の２１人から６人増加し

ました。【経済産業省産業保安グループガス安全室「ＬＰガス一般消費者等事故集計表（2024年2

月末現在）」に基づく】 

その中で、ＣＯ中毒事故は平成１１年以降、発生件数は毎年横ばいの状態にありましたが、近年、

事故件数、Ｂ級事故件数、症者数共に増加し、ＬＰガス事故死亡者数に占めるＣＯ中毒事故、死亡

者数、Ｂ級事故件数に占めるＣＯ中毒事故件数の割合は非常に高くなっています。 

特に、業務用厨房等における事故件数が増加しており、宿泊施設、飲食店などの多くの利用者等

がいる業務用施設でＣＯ中毒事故が発生した場合、その利用者等を含め多数の被害を生じる恐れが

あります。 

これら状況からＣＯ中毒事故の撲滅は、消費者の安全を守るため、ＬＰガス業界全体が取り組ま

なければならない最大の課題です。 

本テキストは、平成１５年度に保安専門技術者指導事業及び地域保安指導事業用のＣＯ中毒事故

防止技術に関するテキストとして「ＣＯ中毒事故を防止するために」を作成しましたが、平成２４

年度において大幅に見直し、新たに「業務用厨房等の事故防止対策」と「長期使用製品安全点検制

度」の章を追加しました。その後、平成２５年度において「業務用厨房等の事故防止対策」の章を

抜き出し、業務用厨房機器のメンテナンスについて特化したテキストとして「業務用厨房機器のメ

ンテナンスについて」を別途作成しましたが、平成２８年度では、これら二冊のテキストについて

重複する内容を整理統合し、「ＣＯ中毒事故防止技術」として一冊にまとめ、その後、法令改正に

伴う改訂、年度替わりに伴う更新等を適宜行っています。 
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【凡例】  

このテキストで用いた法令名等の略称とその正式名称は、次のとおりです。 

▼「法」又は「液化石油ガス法」 

→ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 

（昭和４２年１２月２８日 法律第１４９号） 

▼「施行令」又は「液化石油ガス法施行令」 

→ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行令 

（昭和４３年２月７日 政令第１４号） 

▼「規則」、「施行規則」又は「液化石油ガス法施行規則」 

→ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則 

（平成９年３月１０日 通商産業省令第１１号） 

▼「保安業務告示」 

→ 保安業務に係る技術的能力の基準等の細目を定める告示 

（平成９年３月１３日 通商産業省告示第１２２号） 

▼「供給・消費・特定供給設備告示」 

→ 供給設備、消費設備及び特定供給設備に関する技術基準等の細目を定める告示 

（平成９年３月１３日 通商産業省告示第１２３号） 

▼「強制排気式燃焼器告示」 

→ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則に基づき強制排気式の燃焼器を定める件 

（平成１９年３月１３日 経済産業省告示第６５号） 

▼「通達」 

→ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び関係政省令の運用及び解釈の基準について 
（20190308保局第5号 平成31年3月15日） 

▼「例示基準」 

→ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の機能性基準の運用について 

（令和３年２月２５日 20210203保局第１号） 

▼「器具省令」 

→ 液化石油ガス器具等の技術上の基準等に関する省令 

（昭和４３年３月２７日 通商産業省令第２３号） 

▼「特監法」 

→ 特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律 

（昭和５４年５月１０日 法律第３３号） 

▼「特監則」又は「特監法施行規則」 

→ 特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律施行規則 

（昭和５４年１０月１１日 通商産業省令第77号） 

▼「消安法」 

→ 消費生活用製品安全法 

（昭和４８年６月６日 法律第３１号） 

▼「消安則」又は「消安法施行規則」 

→ 消費生活用製品安全法施行規則 

（昭和４９年３月５日 農林省・通商産業省令第１号） 

▼「高圧法」又は「高圧ガス法」 

→ 高圧ガス保安法 

（昭和２６年６月７日 法律第２０４号） 

▼「液石則」 

→ 液化石油ガス保安規則 

（昭和４１年５月２５日 通商産業省令第５２号） 

▼「ガス事業法」 

→ ガス事業法 

（昭和２９年３月３１日 法律第５１号） 

▼「青本」→ 液化石油ガス設備設置基準及び取扱要領（KHKS  0738）[特別民間法人高圧ガス保安協会発行] 

▼「黒本」→ ガス機器の設置基準及び実務指針[（一社）日本ガス機器検査協会発行] 

▼「ガス警報器」→ 平成22（2010）年よりガス警報器工業会では、「ガス漏れ警報器」を「ガス警報器」と呼称統一 
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第１章 燃焼とＣＯの基礎知識 

 
 
 
 
 

この章では、まず、ガスの燃焼とはどのようなものかを概括し、ガスの燃焼には新鮮な空気の供給が不可⽋である
こと、ガスの燃焼中に空気の供給が不⾜するとＣＯの発⽣という危険な状況に陥ることを再確認し、ガスの
燃焼が屋内で⾏われる場合には屋内への新鮮な空気の給気と燃焼排ガスの屋外への排気が重要であることを再認
識して頂くことを狙いとしています。 

1. ガスの燃焼（ガスが燃えるとはどのようなことか） 
（１）ガスの燃焼とは、ガスが空気中の酸素と結びついて燃焼排ガスとともに熱と光（炎）を出す反応で、酸化反応のこ

とです。 
（２）１㎥のプロパンを燃焼させるためには、５㎥の酸素が必要です。しかし、空気には酸素が21％しか含まれていない

ので、理論上、24㎥の空気が必要になります。 
【 空気に含まれる主な気体の種類と構成⽐：酸素21％、窒素79％＊1＊2 】 

（３）また、燃焼⽣成物として３㎥の⼆酸化炭素、４㎥の⽔蒸気が各々できますが、燃焼に必要な空気24㎥のうち、残りの
79％の窒素等の19㎥は、そのまま酸化されることなく排出されるので、燃焼した後にできる⽣成物（燃焼によっ
て⽣じた排ガス＝燃焼排ガス）の合計は26㎥となります。 

図1.1    燃焼に必要な空気量（プロパンの場合） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）以上は、理論計算ですので、実際にガスを燃焼させるには、過剰空気が必要とされているため、プロパンを１㎥燃焼さ
せるためには、28〜36㎥空気が実際に必要であるといわれています。（排気は30〜38㎥となります。） 

 
＊1  実際は、酸素21vol％、窒素78vol％、アルゴン他1vol％です。 
＊2  本テキストでは、⽐率の単位％およびppmについて、気体は容積⽐（vol）、液体・固体は重量⽐（wt）とします。 

◆理論空気量【⇒完全燃焼させるのに必要最⼩限の空気量】 
プロパンが燃焼するときの化学反応式 

この式から、 
▼プロパン（C3H8）１モルを完全燃焼させるためには、５モルの酸素（O2）が必要 

ここで、空気中の酸素含有量 ⇒ 21vol％ 

理論空気量： 5mol ÷ 0.21 ≒ 23.8     24mol 
体積換算すると、プロパン1㎥を完全燃焼させるためには、空気24㎥が必要 
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参 考 
空気中のＣＯが250ppm（0.025%）程度の場所に2〜3時間、継続的にいると中毒症状が現れます。 
例えば、1坪サイズユニットバス（1.6m×1.6m×2.4m）において1.5リットル程度（ペットボトル1本程度）のＣＯが発⽣ 
すると中毒となるＣＯ濃度に達します。 

図1.3  COの発⽣ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参 考 
炭化⽔素の燃焼におけるＣＯ発⽣のメカニズム 

プロパン等の炭化⽔素を空気と混合して燃焼させると、炎の中の初期段階では、炭化⽔素は反応、分解して、⽔素原⼦（Ｈ）、活性炭化⽔素（Ｃｙ
Ｈｘ）等を発⽣する。 

Ｃ3Ｈ8 （＋Ｈ）→    Ｃ３Ｈ７、Ｃ３Ｈ６、Ｃ２H４、ＣH3、H etc ① 

さらに⽐較的早い段階で空気からの酸素と結合して、アルデヒド類（ＣＨ2Ｏ、ＣＨＯ）などが⽣成される。 
これらおよび①の物質を⼀般に中間⽣成物と呼んでいる。さらに続いて、主にこれらアルデヒド類から、⼀酸化炭素（ＣＯ）が⽣成される。 
Ｃ３Ｈ６、Ｃ２Ｈ4、ＣＨ3（＋Ｏ２、O、H、OH）  →   ＣＯ、ＣＨＯ、ＣＨ2Ｏ etc ② 
※ここまでがブンゼン⽕炎でいう内炎にあたる。 
さらに燃焼が進むと⼆酸化炭素（ＣＯ2）、⽔（Ｈ2Ｏ）が⽣成され、ＣＯは徐々に減少する。 
ＣＯ、（＋OＨ、Ｏ２） →  ＣＯ２、Ｈ２Ｏ ③ 
反応全体（理論的な完全燃焼）で表せば 
Ｃ3Ｈ8 ＋ ５Ｏ２ → ３ＣＯ２ ＋ ４Ｈ２Ｏ となる。 
ではなぜＣＯが発⽣するか 

（１）酸素（空気）不⾜により、反応③が不完全になるため。 
（２）空気過剰により炎の温度が下がり反応②及び③が不完全となるため。（炎はリフト状態のことが多い。） 
（３）炎（可視⽕炎）の中に低温の物体を⼊れることによる急冷で反応②及び③が不完全になるため。 
（４）反応③が終了した後に燃焼ガス（⽕炎の直上）が急冷された場合 
※⼆酸化炭素は以下の化学平衡状態により⾼温状態ではＣＯが存在してしまうためです。 
２ＣＯ２ ⇔ ２ＣＯ ＋ Ｏ２ ④ 
それゆえ、⽕炎を急激に冷やす（たとえば⽕炎の直上に⽔管を通す。）とＣＯがそのまま反応せず残留してしまう。（４）のみならず、 

（１）（３）を考慮し、ＣＯ残留量を少なくするために給湯器等の熱交換器は燃焼室の外壁を⽔冷、空冷すること、フィンブロック内の⽔管の配列を⼯
夫することで徐々に炎（燃焼ガス）の温度を下げている。 

コンロ等では五徳により炎（燃焼ガス）と鍋、やかんと距離をとらせることで炎の急冷を避け、２次空気を供給している。 

燃   焼 

燃焼排ガスが室内に排出 

①強制排気式燃焼器の
排気ファンの作動不良 

②半密閉式燃焼器を使
⽤中に、換気扇を使⽤
して排気が室内に逆流 
する。 

給気、排気不⾜ 

①開放式燃焼器を使⽤
する部屋に換気⼝が
ない。 

②半密閉式燃焼器を使
⽤する部屋に給気⼝ 
がない。 

ＬＰガスが不完全燃焼を起こすと、CO（⼀酸化炭素）が
発⽣する。⼀般に燃焼器を換気の悪い部屋で使⽤する
と下図に⽰すように、時間が経過するに従い空気中の
酸素濃度は低下し、⼀酸化炭素、⼆酸化炭素濃度は増
加する。燃焼器にもよるが、⼀酸化炭素濃度は空気 
中の酸素濃度が18％以下になると急激に増加する。 

室内の酸素濃度低下 

不完全燃焼 

CO（⼀酸化炭素）が発⽣ 

  CO中毒  
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図1.4    ＣＯ濃度と⾎中ＣＯヘモグロビン濃度の時間変化 
 
 
 
 
 

【注意】 
CO中毒は、中毒症状の現
れ⽅が中毒時における気
温や体調等の要因によって
影響を受けること、COに対
する⼈の耐性には、⼈によ
って著しい差があることか
ら、図1.4の「CO濃度と⾎中
COヘモグロビン濃度の時
間変化」は、⼀つの推定に
過ぎません。 

【ＣＯ中毒は、⼤気中のＣＯ濃度が低下しても⾎中のＣＯヘモグロビンは下がらないため、回復が困難です。】 
▼ヘモグロビン（Ｈｂ）には４つの酸素結合サイトがありますが、この酸素結合サイトは、酸素以外の物質も結びつ

くことができ、ヘモグロビンの酸素運搬能を阻害します。 
代表的なものとして⼀酸化炭素（ＣＯ）があります。 

▼ヘモグロビンによって運ばれた酸素は、筋⾁などの組織中で放出されますが、４つの酸素結合サイトのうちのいず
れか⼀つにＣＯが結びついたヘモグロビン（COHb）は、他の酸素結合サイトに結びついている酸素を放出し
難くなります。 
そのため、⾎液中には酸素が含まれていても、組織はその酸素を利⽤できず、低酸素状態に陥ります。 

▼体内に取込まれたＣＯが体の中から出ていくのには時間がかかり、⾎中のCOHb濃度が約半分に減少するのに
必要な時間は、ふつうの空気を吸っている状態では４時間といわれています。 
従って、10％まで上昇したCOHbが正常化するには、約半⽇〜１⽇かかる計算になります。 

図1.5     ＣＯ濃度と⾎中COヘモグロビン濃度の時間変化（中華料理店でのモニター結果の事例） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●COの濃度は⼀定ではなく、COヘモグロビン濃度の上昇する速度は変化します。 
●COヘモグロビン濃度は、実測したCO濃度と時間との関係から計算で求めた積算値であるため、 

CO濃度とCOヘモクロビン濃度の最⼤値が出る時間には、ズレが⽣じます。 
●13：00頃にCO中毒の症状が強く表れる可能性があります。 
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第2章 燃焼器の設置⼯事 

 
 
 
 
 

この章では、法令等で義務付けられているＣＯ中毒事故防⽌対策を特定ガス消費機器の設置⼯事、燃焼器及び排
気筒の設置⼯事並びに定期消費設備調査などの業務区分ごとに解説しましたので、それぞれの業務を適切に実
施する際の参考としてください。 

1. 燃焼器の概要 

 
瞬間湯沸器とは、⽔が本体内を流れたときのみ、メーンバーナーに着⽕し、その⽔が熱交換器を通過する間に加熱される構
造の給湯専⽤の燃焼器をいい、機能別および設置形態別に分類すると次のようになります。 

（１）機能別による分類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①元⽌め式 
燃焼器本体の「⼊⼝側の⽔栓の開閉」によ
り、メーンバーナーが点滅する構造で、給湯
配管ができません。湯を使⽤する場所に取
付け、湯沸器の出湯管から直接湯を使う⽬
的のもので、給湯能⼒５号⼜は４号の⼩型
湯沸器をいいます。 

 
 
 
 

②先⽌め式 
燃焼器本体の「出⼝側の湯栓の開閉」によ
り、メーンバーナーが点滅する構造で給湯
配管ができます。出湯側でガスの点滅がで
きるため、数箇所に給湯することができるも
のをいいます。 

図2.1  元⽌め式瞬間湯沸器の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2.2    先⽌め式燃焼器の例（ＦＥ式） 

 
 
 
 
 
 

なお、ガス消費量が12kW以下を⼩型湯沸器、12kWを超えるものを⼤型湯沸器と⼀般的に呼んでいます。 

1.1 瞬間湯沸器の概要 
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1.2 ふろがまの概要 

（２）設置形態による分類 
瞬間湯沸器を設置形態別に分類すると次のようになります。 
 
 
 

 

※PS（パイプスペース⼜はパイプシャフト）設置、壁貫通型、壁組込設置式などを含む。 
 

ふろがまとは、浴槽に取り付けて浴槽内の⽔を直接加熱するふろ⽤⽔加熱装置であって、浴槽内の⽔を加熱するための
熱交換器（かま本体）とバーナー（ふろバーナー）を組み合わせたものをいいます。 
ふろがまには、給湯器付のものがあり「給湯付ふろがま」といいます。 

（１）機能別による分類 
ふろがまを機能、構造別に分類すると次のようになります。 
 

 
 
 
 
 

図2.3    ふろがま（追い焚きできるもの）の機能別分類の例 
 
 
 

 

 

 

 

 

（２）設置形態による分類 
ふろがまを設置形態別に分類すると次のようになります。 
 
 
 
 
 

※PS（パイプスペース⼜はパイプシャフト）設置、壁貫通型、壁組込設置式などを含む。 
































